


米原市介護予防・日常生活支援総合事業に関するＱ＆Ａ
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介護保険２号被保険者（40-64歳）の方は、短期集中運動指導事業を利用でき
るのか。

　要支援認定者であれば利用可能。対象者像としては、設問１のとおり。

短期集中運動指導事業の利用時、認知機能の低下が疑われるケースへの対応
はどうしたらよいか。

　本事業利用中に認知機能の低下が疑われる場合は、ケアマネジャーと状況
を共有いただき、受診の必要性等について検討いただく。認知機能低下に関す
るアセスメントについては、認知症初期集中支援チームへの相談も検討いただ
く。認知機能低下に関する客観的評価として、ＭＭＳＥやＨＤＳ－Ｒ、ＴＭＴ等の
測定を実施いただくことを推奨する。

医療リハビリとの併用は可能か。

短期集中運動指導事業（C型サービス）
質問 回答

認知症（疑いを含む）と診断されている場合は対象になるか。

　認知症がある場合は短期記憶障害により、運動指導の介入が難しいケース
があるため、個人の状況により対象か判断する。本事業の利用により、意欲の
向上、環境整備の実施等ができ、適切に事業実施ができる場合は、利用対象
とすることができる。

短期集中運動指導事業を利用できる対象者とは。

　要支援認定および基本チェックリスト該当者であり、短期集中的（３～６か月）
に運動指導・生活環境支援を実施することでADL、IADLの維持・向上が目指せ
る方を対象としている。対象疾患は関節疾患、脳卒中、心疾患、廃用症候群な
どが想定される。悪性新生物による体力低下やパーキンソン病を含む指定難
病の場合は、介護予防給付サービス等を検討いただく。

　原則、医療リハビリとの併用は不可。例外として、医療リハビリ適応となっている
疾患が別であり、自宅環境や福祉用具導入等の調整が必要な場合は、利用が
可能となる場合があるため、市担当者に問い合わせていただきたい。本事業が
利用可能となれば、指導内容等を医療リハビリ機関と連携を図っていただく。

　生活機能向上連携加算等でリハビリ専門職から指導を受けている場合は、本
事業と目的が同じであると考えられるため、利用は原則不可。ただし、本事業で
指導するリハビリ専門職の職種がデイサービスで指導を受けるリハビリ専門職と
職種が違い、目的も異なる場合は、併用できる場合があるため、市担当者に問
い合わせていただきたい。

　　　　　　　※リハビリ専門の職種とは、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

短期集中運動指導事業を利用し、デイサービスの生活機能向上連携加算等（リ
ハビリ専門職から指導を受けている場合）を算定できるか。

以前、短期集中運動指導事業を利用していたが、アセスメントを行い、リハビリ事
業所と検討の上、本事業の利用が適切との判断に至った。この場合、どのくらい
の期間が空けばよいのか、それとも１回限りの利用なのか。

　原則１回限りの利用のみ。しかし、前回、利用した際の心身状態ではなく、か
つ、設問１の状態像であれば、利用可能となる場合がある。市の担当者に問い
合わせていただきたい。
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短期集中運動指導事業の実施期間を３か月としていたが、６か月に延長（予定を
含む）したいが、どうしたらよいか。

　実施期間の延長が必要と思われる場合は、目標と照らし合わせ、評価を行っ
た上で、市担当者に相談いただく。また、延長理由については、任意の書式でリ
ハビリ事業所から報告いただく。併せて、ケアプランも変更になるため、ケアマネ
ジャーと共有が必要となる。
　※期間を短縮する場合も同様とする。

短期集中運動指導事業の栄養・口腔加算の評価は、任意の報告様式である
が、どのような評価をすればよいか。

病院からの診療情報提供票が遅くなり、短期集中運動指導事業開始までに間に
合わないがよいか。

　診療情報提供票が遅れる場合は、主治医から口頭にて運動の許可や運動に
際しての注意事項を聞き取り、市担当およびリハビリ事業所に事前に伝えていた
だくことが必要となる。

短期集中運動指導事業開始までの流れはどのように進むのか。

　事業対象者および要支援認定者において、運動指導やリハビリテーションが
必要と判断された場合は、依頼したいリハビリ事業所にまずは対象者の概要と
必要性等について伝え、本事業もしくは予防サービスどちらがよいか相談を行っ
ていただく。相談後、本事業を選択された場合は、設問８の書類を市に提出い
ただき、事業開始前にリハビリ事業所と事前訪問を行っていただく。その後、事
業開始となる。

短期集中運動指導を希望する対象者がいる場合、介護支援専門員から市に提
出する書類はなにか。

　介護支援専門員から市に提出する書類として、
 ①ケアプラン　②フェイスシート　③生活機能評価１.２もしくは課題整理総括表
④診療情報提供書
　上記４つの資料を提出いただき、提出の際に利用するリハビリ事業所名を申し
添えていただく。

　本事業の実施を３か月に設定される場合、短期目標：１か月　長期目標：３か
月を目安として設定いただく。また、事業実施を６か月に設定される場合は、短
期目標：１か月　長期目標：６か月を目安として設定いただきたい。事業実施６
か月の場合、中間目標を設定いただき、３か月目に評価を行う。
　目標設定については、利用者の生活実態に応じた具合的かつ活動・社会参
加を取り入れた目標とすること。抽象的な目標は、評価ができないためケアマネ
ジャーと協議いただき、目標を設定いただきたい。

短期集中運動指導事業を中止することが望ましい場合は、どうしたらよいか。
　事業対象者から要支援・要介護認定の新規申請や身体的事由等で本事業
を中止することになった場合は、ケアマネジャーより市に中止に関する理由書の
提出が必要となる。任意の書式にて報告いただく。

　栄養については、食事品目数や量、10食品群チェックシート、体重、BMI等で
評価を行っていただきたい。また、口腔については、歯やむせの状況、オーラル
ディアドコキネシス、歯科受診等で評価を行っていただきたい。想定される評価
項目だけでなく、利用者の状態に応じて任意の評価項目で構わないが、客観
的な評価指標を入れること。なお、栄養・口腔加算の実施においては、事業実
施後に事前、事後の評価報告の提出が必要である。

短期集中的な運動指導であるため、短期や長期の目標設定がしづらい。どのよう
に目標設定したらよいか。
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　要支援・要介護認定は、申請日に遡り認定有効期間が開始されるため、総合
事業を利用することができない。しかし、予防・介護給付の利用を開始するまで
の間は、総合事業によるサービスの全額自己負担を避けるため、継続利用が
認められているが、その期間、事業対象者としての位置づけとなる。
　今回の場合、要支援認定を見込んでおり、短期集中運動指導事業と福祉用
具貸与を要支援・要介護申請中に利用をしていた。しかし、要介護となったた
め、短期集中運動指導事業を利用することができなくなったケース。この場合、
要介護者として取り扱うか、事業対象者として取り扱うか選択する。
　①要介護者として取り扱う場合は、短期集中運動指導事業の利用は、全額
自己負担となり、福祉用具貸与のみ給付対象となる。
　②事業対象者として取扱う場合は、短期集中運動指導事業の利用は、一部
自己負担のみとなり、福祉用具貸与が全額自己負担となる。
　このような状況を避けるため、事業対象者が要支援・要介護認定を受ける場
合は、心身状態の悪化があるため、本事業の中止もしくは、訪問・通所リハビリ
サービス（予防・介護サービス）への変更等が必要であると考えられる。

事業対象者もしくは要支援認定を受けていた場合、状態の変化で区分変更の申
請を行った際、認定区分の結果が出るまでリハビリは継続実施しても問題ない
か。

　問16と同じ考えとなる。
　原則として、区分変更をした場合は、心身状態の悪化があるため、本事業の
中止もしくは、訪問・通所リハビリサービス（予防・介護サービス）への変更等が
必要であると考えられる。
　認定区分の結果が出るまでの期間、事業対象者もしくは要支援認定者とし
て、介護予防・日常生活支援総合事業（サービス・活動事業）を継続利用とす
るのか、要支援・要介護認定者として、予防・介護給付を利用するのかを他の
提供サービスとの必要性も判断した上で、決定していただきたい。

短期集中運動指導事業の終了後、担当のリハビリ専門職が訪問で支援する「リ
ハ職フォローアップ事業」はどのような方が対象なのか。また、どのような手続きを
すればよいのか。

　リハ職フォローアップ事業は、本人の活動・社会参加を継続するために実施す
る事業である。短期集中運動指導事業において、本人の活動・社会参加を目
標に実施してきており、目標達成後、継続するための支援が必要な場合、上限
２回まで実施することができる。例えば、グランドゴルフ場まで行けるようになった
が、実際に参加した場所にて本人が参加しづらい場面がないか確認する等。生
活動作（IADL)、趣味活動（畑、ウォーキング等）、他サービス（A型デイサービス
等）への指導が対象となる。単に運動機能向上を目的とした体操の確認は、対
象とならない。
　リハ職フォローアップ事業は、短期集中運動指導事業利用中に本人を含め、
リハビリ専門職とケアマネジャーが協議を行い、利用を決定する。短期集中運
動指導事業の終了時に市担当者に計画書兼報告書を提出する（計画の部分
のみ記載）。リハ職フォローアップ事業終了後にも計画書兼報告書を提出する。

事業対象者が短期集中運動指導事業を利用していた際、要支援・要介護申請
を行い、介護予防支援の暫定プランに基づいて、短期集中運動指導事業と福祉
用具の利用を開始していた。しかし、要介護１と認定された場合、利用料はどうな
るのか。


